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はじめに

　私は科学史研究者として、進化論の歴史にかかわる諸々のテーマについて、探究し
てきた（１）。また、科学論争史にも関心を持ち、その延長上の問題として、地球温暖化
をめぐる論争に関しても、追跡してきた（２）。
　生物進化論には、ダーウィンの学説以前から論争があった。ダーウィンの時代には
進化論は大論争となった。ダーウィン以降現在に至っても、未だにいくつかの争点が
燻っている。
　もう一方の地球温暖化説も、自然科学の学説としてみると、通説に対する批判や、
通説に対する異説があり、論争中と見るのが適切であろう。
　これら両者の論争に研究者として深く関わってきた私は、この二つの学説にいくつ
かの共通点があることに気付いた。それも、表層的な相似ではなく、構造的な類似性
が見いだされるのである。
　この小論では、その論争としての類似構造を提示してみたい。そして、科学論争の
本質的特性や、論争が科学の歴史に対して担う意味について、考察を巡らせてみた
い（３）。

§１．事実問題と要因論を分けて考察する必要があること

　生物進化論の妥当性を検討する際、議論の出発点として、「事実問題」と「要因論」
とを切り分けることが肝要である。
　長い地質学的年代を通して、単純な生き物が多様化・複雑化してきたこと、たいて
いの生物分類群は、共通祖先から分岐してきたこと、多くの生き物は、その生存環境
に適応しているようにみえること。こうした事柄が、生物進化の「事実問題」を構成
する。それに対して、生物進化がどのようなメカニズムで進行してきたかを推測する
のが、「要因論」である。
　 １859年にダーウィンは『種の起源』において、適応現象や多様化・複雑化といっ
た生物の形態や機能の変化の要因として、「自然選択説（自然淘汰説）」を提起した（4）。

生物進化論と地球温暖化説、論争としての類似構造
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それは概略、次のような学説である。
　同種内の多様な個体変異のうち、たまたま環境条件によりよく適応していたグルー
プが生存競争に勝ち残る。環境が長期的に変化していくと、それにつれて生物の形
態・機能も変化していく（例えば、キリンがなぜ長い首を持つようになったのか、という問

いに対しては、ウマ程度の首であった祖先の時代に、高いところにある木の葉を食べざるを得

ない環境条件下、遺伝的により長い首を発現させるグルーブがたまたま生存競争を生き延びて

きた、と説明される）。そして、地理的隔離などの要因が作用すると、新種が形成され
ることがある。
　ところが、自然選択説に批判的な学説も存在する。その異説は、「要因論」レベル
での批判的見解となる。
　このように、生物進化論が正当な学説であるか否かを議論する場合、二段構えで、
まずは「事実問題」について吟味し、その上でさまざまな「要因論」を比較検討する、
という順序を踏まなくてはならない（5）。
　それと同様に、地球温暖化説の妥当性を吟味する場合も、事実問題と要因論とを区
別して検討する必要がある。
　 ２０世紀の地球の平均気温が上昇傾向にあったのかどうか、もしそうだとすればそ
れはどの程度であったのか、また、１9世紀以前の地球の気候変動はどのような傾向が
あったのか。こうした事柄が、地球温暖化説における「事実問題」を構成する。それ
に対して、２０世紀の温暖化傾向が事実であるならば、それをもたらした主原因は何な
のか、を探究するのが「要因論」である。
　現在、その要因論として、「CO２温暖化説」が通説として流通しているが、それに
対する批判・異説も存在する。代表的な異説に、「太陽活動主原因説」がある。この
レベルでの議論は、「要因論」における論争となっている。
　このように、地球温暖化説の正しさを見極めようとする場合も、二段構えで、まず
は「事実問題」について吟味し、その上でさまざまな「要因論」を比較検討する、と
いう順序を踏むのが筋であろう。
　例えば、「地球温暖化説は間違っている」という主張をする場合、それが「事実問
題」に関する言明なのか、「要因論」に関する考察なのかを判別しなければ、意味を
なさない。
　日常会話のレベルでは、「猛暑の夏が多くなったから、やはり CO２が温暖化の原因
だろう」といった、事実問題と要因論との混同がしばしばみられる。そもそも「猛暑
の夏」というのは地球の中の日本という局地的気候の傾向であり、さらに都市化によ
る上昇も加味されているため、事実問題としては特殊事例である。そして、仮にその
あまり適切でない事例が温暖化の事実を補強するとしても、要因論の議論とはかみ合
わない。温暖化の傾向を事実とみなした場合でも、その温暖化をもたらす可能性があ



－19－

る様々な要因が考えられるからである。
　なお、科学哲学の観点から言えば、「事実が理論を実証する」ことは論理構造上不
可能である。「事実は理論を反証する」ことがあるだけである（6）。
　事実問題と要因論とを区別して検討する、という自然科学的議論の基本が、地球温
暖化をめぐる巷間の議論では、往々にして無視されているのが現状である。

　さて、事実問題については、科学的データ・証拠に基づいて判断ができる。
　事実問題レベルでは、生物進化の証拠は多くの個別分野から蓄積されてきた。
　地層から掘り出された化石と放射年代測定により、地質学的年代と対応する生物形
態の多様化・複雑化の歴史の細部が、少しずつ精度を増して描かれるようになってき
ている。また、DNA の類似性の解析によって、共通祖先からの分岐パターンが推測
できるようになった。あるいは、例えばオーストラリアの有袋類の適応放散現象、フ
クロモモンガやフクロモグラなどの存在は、多様な環境への適応による形態変化の好
例となっている。さらに、動物や植物の細胞の共通性や、遺伝システムの共通性など、
共通祖先からの分岐を強く示唆する生物学的証拠が豊富に存在する。
　それゆえ、生物進化論の「事実問題」に関しては、疑義をさしはさむ必要はないで
あろう。
　では、２０世紀の地球温暖化の「事実」は、どの程度妥当なのであろうか。
　基礎データとして、IPCC の報告による過去１5０年間の地球の平均気温の推移グラフ
がある（7）。ところが、こうしたグラフを描くには、全地球上からバランスよくデータ
を集めなければならない。それには困難が伴う。なぜなら、観測地点には偏りがある
からである。
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　 ２０世紀前半からデータが豊富に存在しているのは、先進国の都市部であり、南半
球や田舎の地方の観測地点は限られていた。また、海上のデータや、極地の気温変動
の信頼度の高いデータは、２０世紀の後半になってからのものである。
　したがって、データを単純に平均するわけにはいかず、重みづけをしたうえで、
データ処理をしなければならない。それゆえ、そこには研究者の判断が入り込むこと
になる。そのため、２０世紀前半の平均気温を再構成するにあたっては、ある程度の推
測幅を持たせることになる。上昇幅は、先進国の都市部の方が、途上国よりも大きい
傾向にあるため、その重みづけのさじ加減で、２０世紀の温暖化の程度が少々変わりう
る。
　しかしながら、気温の変動のパターンが世界中で似ていたり、気温以外の様々な気
候変動の指標（放射性同位体など）が、同様の傾向を示したりすることから、大まかに
は２０世紀に温暖化の傾向があったことは疑いないであろう。また、１94０年頃から１97０
年頃にかけて、横ばいないし下降期があったことも確からしい。
　総合的に判断すれば、２０世紀の地球温暖化は、提示された上昇幅の精度は保証でき
ないものの、トレンドは確定できるため、「事実問題」として妥当である、と判断し
てよいであろう。
　生物進化論にしても地球温暖化説にしても、科学的な議論の中心となるのは「要因
論」レベルの問題である。

§２．�再現実験が困難であること、そのため、複数の要因論が併存可能
となること

　自然科学の中でも、物理や化学の理論的内容に関しては、再現実験を繰り返し行う
ことができる。
　たとえば、ガリレオが行った、緩やかな斜面での金属球の降下運動実験などは、同
じ条件を設定した上での再現実験により、検証することが可能である。また、理論的
予測をもとにした実験を行い、「もし予測と実験結果に齟齬が生じれば、その理論は
誤りと判定される」という形で、「反証可能性」が担保されうる。
　このような準拠枠が成立する理論的内容を、科学哲学者カール・ポパーは「真正な
科学」と呼んだ。学説の正しさの判定基準が明確で、データに基づく判定が可能だか
らである（8）。

　さて、生物進化論の要因論に関しては、「真正な科学」とはいえない。再現実験が、
事実上できないからである。
　何千万年、何億年にも及ぶ生物進化の歴史を、その時々の環境条件などを吟味した
上で追試する、などということはできるはずがない。生物進化の「事実」は確実であ



－21－

るが、その進化がどのようなメカニズムによって進行してきたか、という「要因論」
に関しては、推論の域を出ない。
　確かに、部分的な実験ならば可能であるが（環境条件の変化によって遺伝子の発現の仕

方がどのように変わるかなど）、進化のトータルな過程に関しての実験は不可能である。
　ただし、もちろん自然科学の学説である以上、進化に関する様々な証拠や、現在の
自然科学の関連領域における様々な知見と矛盾があってはならない。それらを踏まえ
たうえで、整合性のあるストーリーを組み立てられれば、科学的仮説を提起できるこ
とになる。
　それゆえ、生物進化論の要因論に関しては、実証性の程度が低く、「真正な科学」
とはいえないのである。進化論が、進化「学」ではなく、進化「論」と称されている
のは、そのあたりの事情が大きく作用していると考えられる。
　このことは、生命の起源論や、宇宙の起源論においても同様であろう。
　その帰結として、要因論に関しては、複数の学説が並存可能となる。現在の自然科
学における様々な事実や知見と矛盾しない範囲で理論が構築できれば、その理論を否
定するわけにはいかなくなるからである。
　過去の地球史的事象に関して、二つ以上の要因論が併存する場合、どれが正しいか
を判別する決定実験を設定するのは困難である。それゆえ、結局は「説得力」の勝負
となるであろう。進化のいくつかのターニング・ポイントを、納得の行く形で説得的
に説明できるかどうかが、理論の優劣を決定することになる。
　その意味で、現在の主流である、ネオ・ダーウィニズムにおける要因論、「自然選
択説」は、定説であるとはいえない。まず、各種の対抗学説が存在する（9）。また、大
進化のいくつかの局面では、自然選択説の説得力が十分ではないからである（１０）。
　そもそも、自然選択というひとつの鍵のみで、生物進化におけるいくつもの事件を
すべて説明できるかどうかは、保証の限りではない。事例ごとに、異なる主要因が作
用していた可能性も捨てきれないであろう。
　このように、生物進化の要因論に関しては、構造的・必然的に、百家争鳴となる。

　さて、もう一方の地球温暖化の要因論についても、上記の生物進化の要因論につい
ての考察がほぼ同様に当てはまる。
　地球温暖化も、要因論レベルでは、「真正な科学」とはいえない。過去の地球の１００
年単位での気候変動を、諸条件を吟味した上で追試する、といった再現実験ができな
いからである。
　確かに、部分的な実験ならば可能である。たとえば、二酸化炭素という気体の温室
効果がどの程度かを、小規模ならば実験的なデータをとって検証することはできるで
あろう。しかしながら、地球規模でのほかの様々な要因との相互作用を考慮したうえ
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での実験は、不可能といわざるを得ない。そのため、実験の代用としてのコンピュー
ター・シミュレーションが活用されているのである。
　したがって、地球温暖化における要因論についても、現在の地球科学や気象学など
の関連諸分野のデータや知見を踏まえたうえで、整合的な理論を提起できればよい。
　その帰結として、当然のことながら、こちらの要因論においても、複数の学説が併
存可能となる。現在の自然科学の諸見解と矛盾なく、過去の気候変動のデータをある
程度説明できるならば、対立学説を否定するわけにはいかないからである。
　地球温暖化の要因論も、過去の地球史的事象にかかわる要因論である。複数の対立
する要因論が、現在併存している。どれが正しいかを判別する検証実験を設定するの
が困難である以上、こちらの場合も、「説得力」の勝負となるであろう。気候変動の
いくつかのターニング・ポイントを、納得の行く形で説得的に説明できるかどうか
が、理論の優劣を決定することになる。
　その意味で、現在の通説らしい「CO２主原因説」は、定説とはいえない。まず、「太
陽活動主原因説」という強力な対抗学説が存在するからである（１１）。また、CO２主原因
説では、１94０～7０年代ころの横ばいないし下降傾向や、２１世紀の最初の１０年ほどの横
ばいの時期を、説得力をもって説明できていないからである（１２）。
　そもそも、ひとつの主原因だけで、地球の気候という複雑系が一方的に変化してい
く、という考え方に、無理があるかもしれない。時期ごとに、あるいは期間の長さに
よって、主原因が違っている可能性も十分考えられる。
　このように、「真正な科学」とはいえない地球温暖化の要因論においては、複数の
学説が登場してくるのは構造的な必然といえる。

　この節の観点から、両論争の要因論についての小括をしておく。
　生物進化論と地球温暖化説の要因論はともに、再現実験が困難なため、「真正な科
学」とはいえない。その結果、どちらも、現在の自然科学の諸見解と矛盾しない範囲
で、複数の要因論が併存し得ることになる。また、ひとつの要因論のみで、個別事例
をことごとく説明するには無理がある性質の課題でもある。
　したがって、適切な科学的吟味をしたうえで定説を確定するのは、容易なことでは
ない。科学史研究者として私は、どちらの要因論も「論争中」と判断している。

§３．イデオロギーの介入

　この節での考察の前提として、「イデオロギー」という用語を、「科学的には十分な
根拠を伴わない理念・信念・固定観念や科学外の価値観」の意味で用いることにする。
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　さて、生物進化論が登場した１9世紀半ばにおいては、「事実問題」をめぐる論争に
も、「要因論」をめぐる論争にも、宗教的信念の影響がみられた。
　まず、進化の「事実」を頑なに認めようとしなかった人々がいた。『創世記』の記
述に基づくキリスト教の創造論を疑わない信者たちである。動物も植物も、神が現在
の生き物の形に創造した、という宗教的信念が、生物進化の事実の受容を妨げてきた。
　また、科学的根拠に基づいて生物進化の事実を疑うわけにはいかないと了解したキ
リスト教徒でも、「進化は神の導きによるものだ」として、科学的な要因論の議論を
受け付けない、という場合もあった。つまり、「要因論争」のレベルでも、キリスト
教的信念の影響力があったのである。
　このように、生物進化論の論争展開期において、キリスト教的信念という「イデオ
ロギー」が、科学的な議論を妨げる方向に介入していた。

　次に、もう一方の地球温暖化説では、「要因論」をめぐる論争に、初期のころから
「環境保護思想」が関与している。
　通説といえる「CO２主原因説」が一般に流布し始めたのは、１988年のハンセン博士
によるアメリカ議会上院の公聴会での説明がきっかけであった。地球温暖化の主原因
は人為的に排出された CO２の可能性が高いと見做され、地球温暖化が「環境問題」で
あると認知されるようになる。
　遡ると、気象学者によるデータに基づく CO２主原因説は、１96０年頃にすでに登場し
ていた。１95０年代の後半から大気中の CO２濃度の継続測定が開始され、その濃度上昇
と人間の産業活動との関連が疑われた。１96３年には、気象学者キーリングらにより、
大気中の CO２濃度の増大により将来の地球の気温の上昇が懸念される、との内容の報
告が、民間の自然保護財団主催の会合でなされる。これが、データに基づく CO２主原
因説が登場した最初期の一場面である。
　そして、この学説を支持する研究者たちは初期の段階から、研究費獲得の目的とも
絡んで、環境保護の問題と結びついていった（１３）。
　つまり、この通説は、学説の細部にいたる丁寧な検証が進行するかなり前の段階か
ら、「環境保護思想」という「イデオロギーの介入」を許容していたのである（１4）。
　現在でも、科学者集団内部はともかく、マスコミや政策決定の局面で登場する一般
向けの通説では、環境保護の観点を絡めて学説の正当性を説明するのがごく当たり前
となっている。
　第 ２ 節で検討したように、CO２主原因説は定説とは言えない。必ずしも科学的根拠
が十分ではない CO２主原因説が、科学者集団内部でも優勢な学説になっているのはお
そらく、世論の圧倒的な支持が大きく作用しているからであろう。
　ではなぜ多くの人々が支持したのだろうか。私は、「政治家や経済界やマスコミや
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気象学者や一般市民らの思惑がたまたま一致し、批判的視点が形成されず、通説が一
方的に受容されやすい状況となっていたから」との見解に達した。
　CO２主原因説を支持する政治家や経済界にとって、原子力発電推進の大義名分が得
られ、国際的には開発途上国の発展をコントロールする政治的カードとしても使うこ
とができる。近年では、自動車産業の覇権争いの切り札としても使われている。多く
の市民やマスコミは、化石燃料の浪費や過去の森林破壊に対する罪悪感が多少ともあ
るため、CO２主原因説を批判することなく受容し、正義の側に回っていったのであろ
う。
　また、CO２主原因説を批判することは、環境保護に反する、と短絡的に誤解されて
しまいがちなため、批判しづらいという側面がある。さらに気象学者を中心とする関
連分野の科学者は、CO２主原因説を支持することにより、研究費や発表の場を確保し
やすくなるであろう。逆に批判的立場に立つと、学者生命が脅かされたり、出世の妨
げになったりする場合もあるかもしれない（かつて反原発派の学者がそうであったよう

に）。
　こうした各人の思惑が同一方向を向いたため、通説は世論の圧倒的支持を得たので
はないだろうか。
　さらに日本の場合、同調圧力や、雰囲気に呑まれやすいことも作用していた（作用

している）可能性がありそうである。
　論争への「環境保護思想」という「イデオロギーの介入」には、このような内容が
総合的に含まれている。こうした内容が、冷静・客観的な議論を妨げ、考察を歪曲し
てきた可能性がある、というのが私の見解である。
　それは、生物進化の論争において、キリスト教的世界観が介入してきた事態とよく
似ている。『聖書』の記述を絶対視するキリスト教信者が、自分たちの信仰を脅かし
かねない進化の事実を拒絶したように、環境保護論者や学説への同調者たちは、根拠
や異説をきちんと吟味することなく、自分たちの目的に叶った科学理論を支持した、
と科学史研究者の私には思われる。
　「環境保護思想」の介入によって、研究が促進されたり学説の普及が早められたり
するようなプラスの影響もあったかもしれない。しかしながら、冷静な科学的議論を
歪め、自由な発想や客観的立場からの視点を困難にしかねないマイナスの影響の方が
多大であったのではないだろうか。

§４．固定的自然観の影響

　過去の代表的な科学論争の中には、論争の一方の陣営において、強固な信念である
「固定的自然観」が大きな影響力を持っていた事例がいくつかある。
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　「固定的自然観」とは、「根拠なく、宇宙・地球・自然界・生物界を時間的・空間
的に、不変・不動の存在と思い込む観念」という意味あいである。この観念は、常識
的・日常的自然観に根差しているため、自覚しにくい暗黙の了解でもある。

　生物進化が、地球の歴史における事実であることは、ダーウィンの時代、１9世紀に
はなかなか受容されなかった。その大きな理由が、よく知られるように、キリスト教
の創造論が介入していたからである。確かにこの論争では、科学に対する宗教の介入、
という図式のみが注目されがちだが、事情はもう少し込み入っている。
　進化論が登場する直前の１8世紀、啓蒙主義の時代、キリスト教の信仰から解放され
た啓蒙思想家たちの間でも、「種の不変性」という固定的生物観が依然としてある程
度共有されていた。
　日常的な常識では、動物や植物の種は、変化しない。トンビが鷹を産むことはなく、
カエルの産んだオタマジャクシは、やがてカエルになる。「種の不変性」とは、そう
した生き物に対する素朴で日常的な理解に根差している生命観である。
　 １8世紀は、近代的分類学が成立した時代でもある。「種の不変性」を疑っていては、
分類は成立しない。しばしば、進化論は分類学から誕生した、と語られるが、それは
一つの側面にすぎない。
　確かに、分類学によって動植物の類縁関係が提示されたため、その由来を考察する
ことにより、進化論的思考は育まれた。しかしその一方で、近代分類学の成立によっ
て、「種の不変性」が強調され、常識的・日常的見方に根差した「固定的自然観」を
後押ししたことを見逃してはならないだろう。
　M. フーコーは、１8世紀の啓蒙主義の時代を、「タブロー」の時代と評している（１5）。
知識の一覧表（タブロー）を作ることが、当時の学問の最優先課題であった時代動向
を、彼はこの言葉に込めているのである。ディドロやダランベールらによって編纂さ
れた『百科全書』（１75１⊖8０）や、ビュフォンの『博物誌』（１749⊖88）は、その代表的成
果であった。
　近代分類学がこの時代に確立したのも、その時代思潮と連動していたとみることが
できる。啓蒙思想には、「進歩の思想」や「神離れ」の傾向があったため、一方では
進化論的思考を促したが、啓蒙思想の「秩序の提示」への志向性という側面は、進化
論的発想を抑圧する方向に作用していた。
　つまり、固定的な知識の秩序体系への強い指向性が、常識的・日常的見方に根差し
た「固定的自然観」を後押ししていたといえる。
　このように、生物進化論の発想が育まれていた時代に後ろ向きに作用していた「固
定的自然観」の内実を吟味してみると、キリスト教的世界像に加えて、近代分類学の
確立に伴う「種の不変性」と、啓蒙思想における「秩序の提示」への指向性も、無視
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できない負の役割を演じていた、と考えられる。

　さて、もう一方の地球温暖化の問題でも、「固定的自然観」の影響が、冷静な科学
的議論を歪める方向に作用していたであろうと、私は考えている。
　 ２０世紀に地球の平均気温が上昇してきたという事実が、重大な問題だ、と認識さ
れている理由の一つは、そのままの傾向がもし続けば人類の文明社会に多大なる悪影
響が懸念されるから、である（脅しに近いと思われるが）。
　しかしながら、理由はそれだけではない。本来、地球の平均気温は、長期的にもほ
ぼ一定に保たれているのが正常なはずである、といった、地球の気候に対する根拠な
き思い込みがある。それがもう一つの理由である。
　毎年毎年、春夏秋冬が訪れ、 １ 年のサイクルで季節が進行し、気候が移り変わって
いく。そして １ 年後には再び、前の年と同様な季節が戻ってくる。その繰り返しに慣
れている私たちは、気候というものは毎年同様な周期が繰り返される、と素朴な日常
的感覚として思い込んでいる。
　それが、「固定的自然観」である。「種の不変性」の思い込みに倣って、「気候の不
変性」と呼んでおこう。
　無意識のうちに形成されている「正常な気候のリズム」から、２０世紀後半は逸脱し
ていたように思われた。それゆえ、きっと我々人類が、地球に対して何か良くないこ
とをしてしまったに違いない、といった思考の流れを促進し、地球温暖化問題と環境
保護思想とのリンクを訝しく思わなくなったのではないか。
　ところが、古気候学の成果をみると、数百年、数千年の単位では、地球の平均気温
は周期的に大きく変動してきたことがわかる。
　ヨーロッパの中世や日本の平安・鎌倉時代は、現代よりも若干温かい「温暖期」で
あったようである。その後、近代、あるいは日本の江戸時代は、「小氷期」と呼ばれ
る寒冷期であった。２０世紀の温暖化は、百年単位での揺れ戻し、中世温暖期への復帰
に相当する自然的変動として理解できる、という見方もある（１6）。
　また、千年単位では、8０００年前から4０００年前頃に、現在よりもかなり温暖な時期（ヒ

プシサーマル期）があったことが知られている。さらに、十万年単位では、氷期と間
氷期の周期も存在する。
　これらを踏まえると、「気候の不変性」は根拠なき信念の類といえよう。
　日常的な「固定的自然観」の無自覚な影響のもと、２０世紀の気候変動を「正常では
ない」と早合点してしまい、自然的変動が主原因である可能性に対する考慮が十分に
なされなかったのではないか、そのため、問題を大げさに考えてしまいがちになって
しまったのではないか。私はそのように認識している（人為的な要因の作用がない、と

言っているわけではない。念のため）。
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　 ２０世紀の地球温暖化の事実については、科学的に確定可能だが、それが正常か異
常か、という判定を下すのは困難であろう。ところが、無自覚な「気候の不変性」と
いう固定観念のもと、一方的に、２０世紀は「異常」な気温上昇があった、と速断して
しまったのではないだろうか。

　進化の事実問題における論争では、「固定的自然観」が、宗教的信念や時代思潮と
も連動し、科学的考察を歪めていた。それと同様に、地球温暖化の問題では、「固定
的自然観」の影響により、根拠なく「大問題」と認知され、重大な環境問題と了解さ
れてしまったのである（自然的変動が主要因であるならば、環境問題という色彩は薄くなる）。
　「固定的自然観」は、人間のもつ無自覚な思考の傾向性だが、自然科学の歴史の歩
みにつれて、この自然観は部分的に少しずつ克服されてきた。地動説や、大陸移動説
の受容などが、代表的事例である（１7）。
　その意味で、「気候の不変性」という無自覚な「固定的自然観」に対しても、根拠
なき思い込みである可能性を認知して、人類の知的水準を、また一歩先へと進めてい
きたいものである。

§５．まとめと考察

　ここまで検討してきたように、生物進化論と地球温暖化に関する論争には、構造的
な類似性がいくつか確認された。
　どちらも、事実問題と要因論とを区別して議論すべき性質の問題であったこと。ま
た、再現実験が両者とも困難であり、そのため、複数の要因論が論理的に併存しうる
こと。そして、両者ともに、「イデオロギーの介入」と捉えることのできる負の影響
を被ったこと。さらに、両論争に対して、日常的・常識的な「固定的自然観」の影響
が暗黙のうちに作用していたであろうこと。
　これらの類似性は、地球史的規模の事象にかかわる科学論争においては、出現しや
すい事柄のようである。天動説・地動説論争にも、該当する類似性がある、また、大
陸移動説にかかわる論争にも、共通点が確認される。
　科学論争の過程は、それを通じて人類の知的水準を １ ランク高めていく道程とみな
せる。その意味で、大規模な科学論争にいくつかの類似点がみられることは、それら
が人類にとっての＂通過儀礼＂のごとき性質を帯びているのではないか、と考えてし
まう。こうした過程を踏むことは、人間という種のもつ性質上、不可避なステップな
のかもしれない。
　定説が確定する以前の論争期においては、イデオロギーや自然観の影響が顕著に表
れやすい、という面が確かにある。対立する科学的仮説が、イデオロギーや自然観の
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代理戦争の役割をしばしば果たすことになるからである。定説が確立すると、価値観
同士の対立は背後に後退する。
　この小論で取り上げた二つの論争は、現在進行中の論争のため、予断を許さないが、
その両者の構造的類似性に関しては、科学論争の一般的なパターンにある程度収まっ
ているとみなすことができる。
　その意味で、複数の科学論争を比較考察することは、人類の知的歴史の歩みに対す
る何らかの示唆を提供できるのではないか、と私は考えている。

〔付論〕氷期と間氷期の気候変動と、離心率変化、CO２濃度変化

　およそ4０万年前から現在に至るまで、氷期と間氷期が周期的に訪れてきた。その気
候変動の周期と、太陽を回る地球の公転軌道の離心率変化には、明瞭な相関がある。
また、その時期における気候変動と、CO２濃度の変動の間にも、細部にいたるまでの
相関がみられる。これら三者の関係を、どのように理解したらよいだろうか。
　下のグラフは、過去4０万年の間の、地球公転軌道の離心率変化と、地球の気温変化
の推測グラフである（１8）。
　気温の変化は、南極の氷床コア中の酸素１8同位体の存在比率から推測したもので、
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グリーンランドの氷床からのデータや、花粉分析などのその他の代替指標と、トレン
ドの傾向がよく似ているため、信頼度は高いといえる。
　もう一方の離心率の変化とは、太陽の周りをまわる地球の楕円形の公転軌道が、約
１０万年の周期で、円に近づいたり、やや細長くなったりする、という変動のことであ
る（下図を参照）。その主原因は、外惑星、木星や土星の引力の作用によると理解され
ている。
　離心率変化と、地軸の傾きの変化、地軸の歳差運動は、数万年から数十万年の単位
で、周期的に起こっている現象である。これら周期的変動を、ミランコビッチ・サイ
クルという。
　そのミランコビッチ・サイクルのひとつ、離心率変化が極値をとる時期と、氷期と
間氷期の周期における気温が極値をとる時期とが、かなり良い対応をしていることが
確認できる。どちらも、およそ１０万年の周期である。
　グラフ全体の形は似ていないが、ピークの時期が近いということは、離心率の変化
が、氷期から間氷期へ、間氷期から氷期への移行の引き金、あるいは誘因となってい
ると考えられる。逆の因果関係、すなわち、氷期と間氷期の変動が、地球の公転軌道
に影響を及ぼす、という因果関係は理論的に考えられない。
　離心率が変動することで、太陽から地球への光エネルギーの放射量も、地球の地域
ごとに条件は異なるものの、周期的に変動することなる。その結果、円軌道に近づい
ていく時期に、高緯度地方の氷床が発達しやすくなると推定される（１9）。
　そして、地球の表面積に占める氷床の割合がある水準を超えると、太陽光をより反
射しやすくなるため、受け取る放射量がさらに少なくなる、という正のフィードバッ
クが作用し、急速に氷期に突入するのであろう。
（１０万年周期と対応していない、もっと短い時間単位の気温の変動に関しては、ミランコビッ

チ・サイクルのほかのふたつの効果や、太陽活動の千年単位の周期的変動や、突発的な巨大火

山噴火などの諸要因が考えられる）
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　さて、上記の相関以外に、氷期と間氷期の気候変動と極めて良い相関を示すデータ
に、CO２濃度の変動がある。上のグラフを参照していただきたい（単位は千年。65万年

前から。南極の氷床コア中に封じ込められていた、昔の空気中の CO２の濃度の変動との相関）（２０）。
　かなりの細部まで、千年単位の時間で相関関係を見て取ることができる。それとと
もに、CO２濃度の変動にも、大きな１０万年単位の周期があることが確認される。
　その１０万年単位の周期的変動に着目すると、 ３ 種の変数の間に相関があることにな
る。
　離心率の変化（A）、気温の変動（B）、CO２濃度の変動（C）。これらの間には、何ら
かの因果関係があると考えるのが自然であろう。
　（A）⇒（B）の影響関係は確実である。それらと相関のある（C）は、地球内部で
の物質循環にかかわる事柄であるから、（A）に影響を及ぼしたり、（A）を直接の原因
とする結果であったりすることはないはずである。
　したがって、（C）は、（B）の変化と連動し、（B）を原因とする結果である、と理解
するのが適切と思われる。よって、因果連鎖は次のように推測される。

　（A）⇒（B）⇒（C）

　（B）⇒（C）の因果関係は、理論的にも、近藤邦明氏や槌田敦氏が提案したように、
海水温の変化に伴う CO２の溶解度変化で説明ができる。海水温が上昇すると、気体の
溶解度が低下し（ヘンリーの法則）、海水中に大量に溶存している CO２が大気中に放出
されやすくなる、というメカニズムである（２１）。
　また、（B）⇒（C）の因果関係に関しては、地球規模での海洋深層水の大循環の変
化が関与している、との示唆もなされている（２２）。
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　ところで、気温の変動（B）と CO２濃度の変動（C）との因果関係を、上記のように、
（B）⇒（C）と判定するのが妥当であるならば、２０世紀の地球温暖化を説明する「CO２

主原因説」の根拠のひとつが揺らいでくる。
　時間的スケールは異なるものの、２０世紀においても、（B）と（C）の相関関係が認
められた。両者とも、上昇傾向があった。しかしながら、相関関係があるだけでは、
どちらが原因でどちらが結果であるかは、すぐさま判定できるわけではない。理論的
には、どちらを原因とする説明も、可能である。そして、少なくとも過去数十万年の
氷期と間氷期の変動期における CO２濃度の変化は、気温の変化の結果であった可能性
が高い。
　したがって、２０世紀における相関についても、（B）⇒（C）の因果関係をすぐさま
排除してしまうわけにはいかない。むしろ、その因果関係が２０世紀においても作用し
ていた、と推定する方が理にかなっているのではないか。
　 ２０世紀での CO２濃度の上昇には、人間の活動由来の CO２が上乗せされているのは
間違いないであろうが、因果連鎖の大勢が（B）⇒（C）であるならば、上乗せ分の
CO２によって気温上昇が起こるか、あるいはどの程度上昇するかは、判断できない。
よって、「人間の活動が主原因で地球が温暖化した」という命題は説得力を失う。
　一方、２０世紀においても、気温の変動（B）をもたらした主原因の候補が存在する。
太陽活動の変動（D）である。
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　太陽の黒点数の変動や、黒点周期の変化などの太陽活動の指標と、過去4００年の気
候変動との相関は、前ページのグラフのように、極めて良いことがわかっている（２３）。
　（D）を、２０世紀の気候変動の主原因と仮定すると、因果連鎖は次のようになる。

（D）⇒（B）⇒（C）

　このように、２０世紀の温暖化を説明する仮説としては、「太陽活動主原因説」の方
が、「CO２主原因説」よりも説得力があり、地球軌道の周期的変化とも整合的に理解
できる、と私は判断している。
　少なくとも、地球温暖化の要因論に関しては、現在流通している通説は定説ではな
く、「複数の仮説の間で論争中」と見るべきである、と、科学史研究者の私は考えて
いる。

　〔付論〕のまとめ

　地球の気候変動の主原因として、数千年から数万年の時間スケールでは、ミランコ
ビッチ・サイクルが考えられる。数十年から数百年単位では、太陽活動の変動が主原
因であろう。
　二酸化炭素濃度の変動と気候変動との相関は、それらの主原因による変動の結果、
と捉えると、（A）から（D）の間の相関関係を矛盾なく説明できる。
　 ２０世紀の地球温暖化に対する要因論は複数あり、論争中、と見るべきである。
　地球に気候変動をもたらす要因は複数あり、どれが主要因であるかは、時間的ス
ケールの取り方によって変わってくる、と理解するのが科学的には妥当と思われる。

注
⑴　私の進化論史探究の中核は、ラマルクに関する研究であった。次の論文が、ラマルク研

究の最初の論文である。
　　　森 幸 也「ラマルクの 目 指 したこと」（『科 学 史 研 究』第 Ⅱ 期 第３３巻（No.１89）１994、

３4⊖4２）
⑵　森幸也「IPCC レポート（２００7）における論理構成上の問題点─科学哲学の観点から─」

（エントロピー学会誌『えんとろぴー』6３号、２００8年、２9－３4）、など。
⑶　この小論と同様の問題意識のもとに編まれた、次の論集が、代表的な先行研究である。
　　Peter Machamer et al eds., Scientific Controversies, Philosophical and Historical Perspectives 

（New York, ２０００）.
　　　また、科学論争の解決・収束が、それほど単純・容易ではないことが、科学史研究の

蓄積により明らかにされている。次の論集を参照。
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　　　H.T.Engelhardt Jr., and A.L.Caplan, eds., Scientific Controversies, Case Studies in the Resolution 
and Closure of Disputes in Science and Technology （Cambridge, １987）.

⑷　チャールズ・ダーウィン、渡辺政隆訳『種の起源〈上〉』『種の起源〈下〉』（光文社、２００9
年）

⑸　生物進化論をめぐる論争では、「事実問題」レベルのものと、「要因論」にかかわるものの、
争点の異なる ２ タイプの論争があった。次の論考を参照。

　　松永俊男『ダーウィン前夜の進化論争』（名古屋大学出版会、２００5年）
⑹　カール・ポパーの「反証主義」の考え方に基づく。
　　　K. ポパー、大内義一・森博訳『科学的発見の論理』（恒星社厚生閣、１97２年）。
⑺　IPCC、気象庁訳「IPCC 第 4 次評価報告書第 １ 作業部会報告書」政策決定者向け要約、p.6

より。
　　　http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ipcc/ar 4 /ipcc_ar 4 _wg １ _spm_Jpn.pdf
⑻　ポパー、前掲書、pp.96⊖ｓ１０２。
⑼　自然選択説以外の要因論には、用・不用説（現代版もあり）や、定向進化説、血縁淘汰説、

棲み分け説、形態変化先行説などがある。生物進化の個別的事例に関してならば、どの
学説も、自然選択説よりも説得力がある場合がある。

　　　かつて、ラマルクの進化学説の一部であった「獲得形質の遺伝」説については、２０世
紀の遺伝学により否定されていたが、２１世紀に発展を遂げている新分野、エピジェネティ
クスによって、見直しがなされつつある。環境への適応をめぐる「獲得形質の遺伝」現
象は、特定の条件下では否定されない可能性が出てきているのである。それゆえ、高校
生物の教科書では長らく否定的にしか扱われていなかったラマルクの進化学説も、部分
的には復活する余地がある。

　　　分子生物学者ネッサ・キャリーは、次のように述べている。「異端視されているラマル
クの遺伝モデルが、ある場合に限っては起こりうるということを示した」

　　　ネッサ・キャリー、中山潤一訳『エピジェネティクス革命─世代を超える遺伝子の記
憶─』（丸善出版、２０１5年）、p.１１6。

⑽　例えば、「脊椎動物の出現」や「鳥類の誕生」といった大進化に関しては、ネオ・ダーウィ
ニズムによる解釈には説得力が十分あるとは思われない。また、「真核生物の出現」とい
う生物進化史上最大級の事象については、ダーウィン流の「分岐」ではなく、「共生」に
より事態が進行していった、と考えられている（マーギュリスの共生説）。

⑾　太陽活動主原因説の主な論者としては、スベンスマルク、丸山茂徳氏、桜井邦朋氏らが
いる。それぞれの著作を挙げておく。

　　　N. スベンスマルク、青山洋訳『不機嫌な太陽』（恒星社厚生閣、２０１０年）
　　　丸山茂徳『２１世紀地球寒冷化と国際変動予測』（東信堂、２０１5年）
　　　桜井邦朋『移り気な太陽』（恒星社厚生閣、２０１０年）
⑿　CO２濃度との相関があまりよくないこれらの期間においても、太陽活動の指標と気候変動

とは良い相関を保っている。
⒀　S.R. ワート、増田耕一ほか訳『温暖化の＜発見＞とは何か』（みすず書房、２００5年）、p.59。
⒁　環境保護の理念それ自体は、非難される筋合いのものではないが、あくまで科学外の価
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値観であり、科学的議論を歪める方向に影響を及ぼしてきた可能性がある。「環境を守る
べきである」という価値観自体は、科学的に導き出せないし、正しい考え方であると証
明できるものでもない。建前上、科学は価値中立であるべきであり、環境保護思想との
結びつきは、科学外の価値観である「イデオロギーの介入」と捉えるべきであろう。

⒂　ミッシェル・フーコー、渡辺一民・佐々木明訳『言葉と物─人文科学の考古学─』（新潮
社、１974年）、p.１００。

⒃　「近年の温暖化は３００年前の小氷河期からの回復過程」
　深井有『地球はもう温暖化していない─科学と政治の大転換へ─』（平凡社、２０１5年）、p.94。
⒄　森幸也「科学論争における固定的自然観の影響─常識的・日常的自然観の呪縛─」（山梨

学院大学『経営情報学論集』第１6号、２０１０年、57⊖67）
⒅　中川毅『人類と気候の１０万年史』（講談社、２０１7年）、p.6０より。
⒆　同書、p.３5より。
⒇　丸山茂徳、前掲書、p.２０より。
㉑　近藤邦明『温暖化は憂うべきことだろうか』（不知火書房、２００6年）pp.7０⊖76。
㉒　多田隆治『気候変動を理学する』（みすず書房、２０１３年）、pp.１３6⊖１47。
㉓　丸山茂徳、前掲書、p.5３より。


